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薬ネット販売に関する噛み合わない議論：「最大公約数」vs.「ロング・テール」
～～背景に「corporate経済 vs. partnership経済」～～
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　急遽話題を変えることにした。用意していたのは「ポスト世俗論は“産湯の赤ん坊”か？」だったが、それは来週以降に回すことにして、今週は表記の話題。「薬ネット販売」に関する甘利大臣vs.三木谷社長の「噛み合わない議論」を取り上げることにした。
　この「薬ネット販売」問題が、partnership経済が日本に未導入であることの弊害を浮き彫りにすると考えたからだ。
ヒントを述べると…。医薬で起きる事故は、本来「取り返しのつかない」損害を招く。本来は「お金」では贖（あがな）えない損害を招く。つまり本来的には「責任の取りようがない」損害を招く。従って突き詰めて考えていくと、ケースごとに当事者達が代替等価物（alternative equity。それは本来は「お金」ではない。）を決めるべきだ、ということに思いが至る。つまり、equity as between the privityを決めるべきだ、ということに論が及ぶからだ。ここでprivityとは「当事者関係」の意味。今は英米の法律用語に残っているだけだが、元々は「private」の語源で、一般人が使っていた言葉だ。ちなみにprivyは「当事者」の意味。
さて、「お金ではない代替等価物」と言ったが、勿論「目には目を、歯には歯を」に戻れと言っているのではない。まっ...とにかく今週号をスタートしよう。
　経緯を、日経朝刊11月7日第5面記事「薬ネット販売 壁厚く」の抜粋等で説明する：
　大衆薬のネット販売は1月、最高裁が副作用リスクが比較的高い薬を一律に規制した厚労省令を違法としたことで、現在事実上の全面解禁状態にある。政府は今国会に規制法案の提出・成立を目指している。
法律で処方薬から転換して市販したばかりの薬と成人向けの劇薬を「要指導医薬品」と定め、ネット販売を禁じる。新ルール適用は来年４月が濃厚。その場合、例外28品目のうちロキソニンＳなど９品目はネット購入が継続できるが、アレルギー薬のアレグラＦＸなど14品目が一時的にネット購入できなくなる。
　６月の安倍首相の「全薬解禁」表明以後、争点となっていたのは市販直後品と劇薬の販売の可否だ。安全なルールを作り販売すべきだとの規制改革会議の主張と、禁止すべきだとの厚労省の主張が真っ向から対立した。
　そして11月6日（水）、政府（田村厚労相）が上記のように新ルールを決めた。市販直後の薬は対面の発売から最大3年間、禁止する。成人向けの劇薬5品目は一切不可。
厚労省が当初主張していた4年より短縮することで規制改革の進展を演出した格好だ。だが、消費者利便の向上や価格下げに向けた改革は道半ば。安倍晋三首相は全ての薬を解禁するとしていただけに後退色は否めない。
同じ6日、楽天の三木谷会長兼社長はこの法が成立した場合、政府の産業競争力会議の民間議員を辞任し、司法の場で争う意向を示した。これを受け、産業競争力会議を担当する甘利経済再生担当相は「やめる必要はない」と三木谷氏を慰留しながらも、「安全性と利便性の最大公約数を図るのが政府の仕事だ」として、方針を変えることはないとの考えを示した。甘利経済再生担当相：「専門家の意見を無視しても利便性を取れということになると、問題が何かあったときに、誰が責任を取るかということになると思う」。

　この甘利vs. 三木谷を聞いていて、まず、思い出したのが「ロング・テール」。Amazonの様なネット販売で、一般向けに売れる商品の総売上げよりも、（専門家にしか）売れない、または売れる頻度の少ない多品種少量での総売上の比重の方が大きくなるという、ネットビジネスの特性を指す。名前の由来はこの図から分かる。扱い商品を売り上げの大きいものから順に横軸に、そして、商品ごとの売り上げを縦軸にプロットすると、多品種少量売上げの部分が、まるで長い尾っぽ（ロング・テール）の様に見えるのでこの名がある。
　ネット販売は店頭陳列販売よりも在庫・陳列コストが低い。従って、「売れない」商品を在庫しておくことが出来る。その分、配送コストがかかるが、宅配業の整備によりこれは大きな問題とならなくなった。従って、ネット販売の本業は正にこのロング・テール。多品種少量販売にある。だからもし「薬ネット販売」で、今回の政府決定のように対面販売の市販薬しかネットでは売れないというのであれば、薬ネット販売の存在意義は著しく損なわれる。

　ただ、甘利大臣の発言ももっともだ。「安全性と利便性の最大公約数を図るのが政府の仕事」「専門家の意見を無視しても利便性を取れということになると、問題が何かあったときに、誰が責任を取るかということになる」。もっともな意見だ。
　更に言えば「医薬品は扱いを慎重に」という声もあるだろう。Amazonの様な書籍販売と違って「薬害」「副作用」に備えておかなければならない。「売りっぱなし」が許されない。問題発生を予測して、あるいはこちらの方がより重要だが、想定外の問題に備えて責任が取れる仕組みを整えておく必要がある。
即ち、コラム６１での用語を使えば、薬ネット販売事業はexternality（外部性）が大きい。従って、corporateでは、あるいは、externalityを限界までinternalizeして膨張したチャンドラー型modern large corporateでも、もはや扱えないのだ。
　甘利大臣の「政府は最大公約数を図るのが仕事」というのもその通りだ。私がいつも使う言葉で言えば、「corporate経済を管理するのが政府の役目」だ。「ケインズの管理経済（controlled economy）」が政府が監督すべき経済だ。
　･･･そう、読者はもうお分かりだろう。薬ネット販売事業は、corporate経済に属するのではなく、日本に未だ無いpartnership経済に属する。従って、甘利大臣をはじめ既存の政府の職権で薬ネット販売の問題を解決することは、原理的に、不可能なことだ。

　新経済連盟を主宰する三木谷氏のことだから「そんなことは百も承知」であって欲しいが…。残念なことに、その名前と裏腹に新経済連盟は、partnership経済のことを十分に視野にとらえきれていないようだ。
　「米国やドイツなどの欧米各国では、大衆薬だけでなく処方薬のネット販売さえも認められている」、との記事も日経朝刊11月8日第1面にはある。仔細には検討していないがこれが可能なのは以下のような理由によるのだろう。
即ち、米国やドイツなどの欧米各国には、
１）問題となるexternalityをその場その場で柔軟に取り込んで、つまり、生産者－消費者の枠、あるいは場合によっては加害者－被害者の枠さえも超えて、広い視野をもって社会全体で、（それでいてなお且つ、）
２）principle of intuitu personae（個別具体的な状況を個々に良く考慮しなければならない、とする原則）を満たしたうえで、
３）多種多様な問題を解決する力に富んだ、

partnership経済が、subsidiarity & solidarityの精神土壌の上に十分に育っていることによるのだと思う。

　「想定外の問題に備えて責任が取れる仕組み」。確かに20世紀社会では、これは「政府」の仕事だった。『民の試みが失敗に帰したとき―究極のリスクマネジャーとしての政府―』 デビッド・モス著、という本が出ている。 この本にだいたいその様なことが書いてある。
　19世紀20世紀、corporateのlimited liability（有限責任）制度が発達するにつれ、政府は「究極のリスクマネジャー」になった、というのがこの本の内容だ。「20世紀のcorporatism
社会では、liability
はどの様にredeem
ないしindemnify
されるようになったのか？」という問いを主題にして、広く深く論考を加えた研究書だ。
　「corporatism社会では、liabilityはどの様にindemnifyされるか」。ザックリと答えてみよう。これは、2005年の株式会社ヒューザーのマンション耐震偽装事件や、80年代90年代に端を発する株式会社ミドリ十字の薬害肝炎事件を考えれば分かる。

簡単に言えば、１）corporate（日本でいえば株式会社）が持つ残余資産でindemnifyした後、２）国が最終的にindemnify、ということになっている。２）が、国が「究極のリスクマネジャー」と呼ばれる所以だ。
いずれも「お金」あるいは「cashable asset」によるindemnifyが特徴だ。そもそもcorporate経済とは、規格大量品をcommodity（大衆消費財）化するのが特徴だ。従ってそれによって引き起こされる問題は「類型化」されていく。個別対応が必要なケースはまれだろう。従って解決策も「類型化」されていく。解決策提供に或る種の市場ができ、その「価額」が決定される。そして、「お金」によるindemnifyが可能となっていったのが20世紀だった。
21世紀、ネットが普及してロング・テールの需要を満たすことができるようになると、多種多様な問題が発生する様になる。特に、想定外の副作用が考えられる医薬品などをネット販売するならば、本来的には「責任の取りようがない」損害が、想定外に且つ多種多様に、起こりうることに対処できる仕組みが必要となる。個別対応が必要なケースばかりとなる。
もはや、国とcorporateの二人三脚によるcorporate経済では対処しきれないことは明らかだろう。

以上、「薬ネット販売」をするにはpartnership経済が必要となることの、「雰囲気」だけでも感じていただけだろうか。昨日（木曜日）朝、NHKニュースを見ていて、急遽話題変更を決めたので、こなれていないことは否めない。
でも、ホカホカの時事問題だし、三木谷さん甘利さんの目にとまる（無い。絶対に。）かもしれないし、とにかく急いで書いて見た。

いや、もう一つ「書く理由」がある。それは、甘利 vs. 三木谷の議論が、私の目から見ると「あまりにも不毛」と映ったことだ。

「本来、corporate経済で扱えない事柄を、corporate経済で扱おうとしている」不毛な議論だ。三木谷氏／甘利氏は、「お門違いの議論」を吹っかけて／吹っかけられて、いる。
早く気付いてほしい。これだけを願って、「ドン・キホーテ」か「オオカミが来たよ、の狼少年」か「王様は裸だよ、の少年」か、私はどれにあたるのかわからないが、兎に角、孤独な戦いを続けるだけだ。

今週は以上。来週も乞うご期待。

�  corporatismとは、国家とcorporate達による二人三脚で経済を運営すること。


�　liabilityには良い和訳が無い。corporate制度が発達した現在では、貸借対照表上の「負債の部」のことをliabilityと呼び、それから想起される「返済責任」のことをliabilityと呼ぶが、この慣わしは20世紀になるまでは一般的ではなかった。


本来は、想定外だった事故や不況などにより生じた損害の「弁償責任」というような意味。被損害対象と同一のものではredeemできない場合がほとんどだったが、20世紀に、工場の製造設備などの「有体資産：corporeal asset、お金でその価値を換算できるのが特徴。」が社会経済にとって重要となり、何時しか、「お金による返済責任」のことをliabilityと呼ぶようになった。


� redeem、償（つぐな）う？　贖（あがな）う？　良い和訳が無い。キリスト教の色彩が濃い用語だと思う。


� indemnify、弁償？　これも良い和訳が無い。Black's Law Dictionary によれば、The term "indemnity" is defined as "a duty to make good any loss, damage, or liability incurred by another.　（make good: （損害を）償う、補填する、補償する）
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